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神奈川県ゴルフ協会規約 

 

            第１章 総  則 

 

（名 称） 

第１条   本会は神奈川県ゴルフ協会という。 

 

（目 的） 

第２条   本会は神奈川県内のアマチュアゴルフ競技を統括し、これを代表する団体であり、県

      内におけるアマチュアゴルフ競技の健全な普及発展を図ることを目的とする。 

 

（事 業） 

第３条   本会は前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

     （１） 県内におけるアマチュアゴルフに関する諸計画の実施と技術の指導 

          （２） 加盟団体の育成と連絡調整 

          （３） 神奈川県アマチュアゴルフ選手権をはじめ、各種競技会の開催 

     （４） ゴルフ競技に関する研究・宣伝 

     （５） 日本ゴルフ協会・神奈川県体育協会などとの連係 

     （６） その他目的に必要な事業 

 

（事務所） 

第４条   本会は事務所を｢横浜市中区海岸通4-20-1 ファインズビルみなとみらい302｣に置く。

               

 

  

            第２章 団体加盟と個人加盟 

 

（加盟団体の資格） 

第５条   本会の加盟団体は、神奈川県内のゴルフ団体で、次のいずれかに該当するものでなけ

      ればならない。 

     （１） 市町村単位の統括ゴルフ団体 

     （２） 高等学校を代表する県単位のゴルフ団体 

     （３） その他、特に認めた県単位のゴルフ団体 

 

（個人会員の資格） 

第６条   本会に登録しようとする個人会員は、神奈川県に在住、あるいは学籍を有するアマチ

      ュアで、居住地、勤務先地に市町村単位のゴルフ協会が結成されていない者に限る。

      居住地、勤務先地にゴルフ団体が設立されたときは、地元のゴルフ団体に加盟しなけ

      ればならない。なお、日本国刑法に問われている者、あるいは暴力団に関係する者お

      よびこれらに準ずると判断される者は、本会への参加を認めない。 
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（加盟・登録） 

第７条   前２条に定めたゴルフ団体と個人会員は、本会に加盟登録しなければならない。 

     (１) 加盟登録の手続き、並びに加盟入会金、登録料は別に定める細則による。 

     (２) 本会に登録しない団体と個人会員は、本会が主催する県内の公式試合、行事に出

        場することができない。 

 

（資格喪失） 

第８条   加盟団体と個人会員は、次のいずれかに該当したときは、その資格を失う。 

     （１） 脱退 

     （２） 解散（個人は除く） 

     （３） 除名 

 

（脱退・解散） 

第９条   加盟団体と個人会員が脱退・解散（団体のみ）しようとするときは、会長に届け出な

      ければならない。 

 

（除 名） 

第10条   加盟団体と個人会員が次の各号のいずれかに該当したときは、理事会において出席理

      事の３分の２以上の議決により除名することができる。    

     (１)  分担金を１年以上滞納したとき 

     (２) 第５条各号に掲げる団体として認められなくなったとき（団体のみ） 

       (３) 本会の名誉をき損し、または規約に反するような行為をしたとき 

                            

 

 

第３章 役  員 

 

（役員の種類） 

第11条   本会に次の役員を置く。 

       名誉顧問   若干名 

       顧  問   若干名  

       相 談 役   若干名 

              会  長   １名 

       副 会 長   若干名  

       常務理事   １名 

              理 事 長      １名 

       副理事長   若干名 

       常任理事   25名以内 

       理  事   50名以内 

       事務局長   １名 

              参  与   若干名 

       監  事   ２名 
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（役員の選任） 

第12条     本会の役員は次の各号の定めるところにより選任する。 

      (１) 会長・副会長は、理事会で選任する。 

      (２) 常務理事・理事長・副理事長は、理事の互選とする。 

      (３) 理事は加盟団体から原則１名を選出するほか、県ゴルフ場支配人協会代表、 

会長の推薦による学識経験者を選任できる。 

      (４) 会長、副会長および理事(学識経験者含む)は就任時75歳以下の者を選任する。 

      (５) 常任理事は理事の互選により25名以内を選出する。 

      (６) 監事は理事会で選任する。 

      (７) 事務局長は理事の１人を理事長が推薦し、会長が委嘱する。 

      (８) 名誉顧問、顧問、相談役、参与は理事会で推薦し、会長が委嘱する。 

 

（役員の職務）  

第13条   本会の役員の職務は、次の各号に定める。 

     (１)  会長は本会を代表し、会務を統括する。 

     (２)  副会長・常務理事は、会長を補佐し、会長事故あるときは指名された順序に従い

代行する。 

     (３)  常務理事は会長、理事長とともに三役会を構成し、重要事項については相談役会

に諮り、円滑な会務運営に努める。 

     (４)  理事長は、会長の命を受けて理事会を統括し、本会の業務を執行する。 

     (５) 副理事長は理事長を補佐し、理事長に事故あるときは、理事長の指名する順序に

        従い代行する。 

     (６) 理事は理事会を結成し、本会最高の決議機関である。 

     （７） 常任理事は常任理事会を結成し、本会の運営にあたる。 

     (８) 事務局長は理事長の命に従い、本会の業務を執行する。 

     (９) 監事は本会の会計を監査する。 

     (10) 名誉顧問、顧問、相談役は会長および常務理事の要請により本会の会議に出席し

て意見を述べるほか、対外的に本会を代表する場合もある。 

     (11) 参与は理事長の要請により本会の会議に出席して意見を述べるほか、本会の発展

        に側面から協力する。 

 

（役員の任期） 

第14条   役員の任期は２年とする。ただし再任は妨げない。 

 

（役員の補充） 

第15条   役員に欠員が生じたときは、常任理事会で補充選出することができる。ただし、任期

      は前任者の残存期間とする。 

 

（役員の解任） 

第16条   役員に役員としてふさわしくない行為があった場合、または特別の事情がある場合に

      は、理事会において出席理事３分の２以上の議決により、解任することができる。 
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  第４章 委員会と事務局 

 

 (専門委員会） 

第17条   本会は、総務・競技・規則・競技力向上・ジュニア・ハンディキャップの６専門委員

会（詳細は細則による）を設ける。 

(１) 専門委員会は、常任理事会の議を経て、専門的な立場の者を集めて専門事項を 

処理する。 

     (２) 専門委員会には専門委員長を置き、理事長が指名する理事があたる。 

 

（事務局） 

第18条   本会の事務を処理するため事務局を置く。 

     (１) 事務局には事務局長を置く。 

     (２) 事務局は必要に応じて事務局員を置くことができる。 

     (３) 事務局及び職員に関する事項は理事長が決める。 

                             

 

第５章 会  議 

           

（理事会の招集） 

第19条   理事会は年１度の総会のほか、会長が必要に応じ招集することができる。 

     (１) 会長は総理事の過半数から会議の目的による事項を示して請求があったときは

        遅滞なく、これを招集しなければならない。 

     (２) 理事会の議長は会長とするが、会長の指名する副会長が代行する場合もある。 

 

（定足数と議決） 

第20条   理事会は理事の２分の１以上の出席を必要とするが、会議に出られない理事が委任状

      を提出した場合は出席とみなす。 

      議決に関しては規約で別に定める場合を除き、出席理事の過半数で決し、可否同数の

      ときは、議長の決するところによる。 

 

（重要事項の決定） 

第21条   次の事項に関しては、理事会の議決を必要とする。 

     (１) 事業計画及び収支予算に関する事項 

     (２) 事業報告及び収支決算に関する事項 

     (３) 加盟団体の承認及び除名に関する事項 

     (４) その他、本会の業務に関する重要事項で、会長が必要と認めた事項 

     (５) 名誉顧問、顧問、相談役、参与、監事、専門委員も理事会に出席して意見を述べ

ることができる。 

 

（常任理事会の招集） 

第22条   常任理事会は必要に応じ理事長が招集し、議長は理事長とする。 

      構成は会長、副会長、常務理事、理事長、副理事長、常任理事、事務局長とする。 

      相談役も、会長、常務理事、理事長の要請により出席することができる。 
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（定足数と議決） 

第23条   常任理事会は構成理事の２分の１以上の出席を必要とするが、会議に出られない常任

      理事が委任状を提出した場合は出席とみなす。 

      議決に関しては規約で別に定める場合を除き、出席常任理事の過半数で決し、可否同

      数のときは、議長の決するところによる。 

 

（常任理事会の職務） 

第24条     常任理事会は人事、事業計画、予算、事業報告、収支決算に関する重要事項を審議、

      原案を作成するほか、大会や教室の開催、その他、本会が必要とする事柄に関し、審

      議、決定し、専門委員会などの協力を得て実行する。 

 

（議事録） 

第25条   会議の議事については次の各号に掲げる事項を記載した議事録を作成しなければな

      らない。 

       (１) 会議の日時・場所 

     (２) 理事・常任理事の現在数 

     (３) 出席理事の数と氏名 

      (４) 議事の経過の概要とその結果 

     (５)  議事録には出席者のうちから２名以上の署名がなければならない。 

 

 

 

 

                           第６章 資産と会計 

 

（資産の構成） 

第26条   本会の資産は次の各号に掲げるものをもって構成する。 

      (１) 資産から生じる果実 

      (２) 会員の年会費・登録料 

      (３) 事業に伴う収入 

      (４) 補助金と助成金 

      (５) 寄付金 

      (６)  その他の収入 

 

（資産の管理） 

第27条   本会の資産は理事長が事務局長に命じて管理し、その方法は理事会の議決によって定

      める。 

 

（経費の支弁） 

第28条   本会の経費は、第26条に定めた資産収入から支弁する。 
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（事業計画と収支予算） 

第29条   本会の事業計画と収支予算は、毎会計年度開始前常任理事会が編成し、理事会の議決

      を経なければならない。 

 

（事業報告と収支決算） 

第30条   本会の事業報告、収支決算は、毎会計年度終了後２カ月以内に常任理事会が作成し、

      財産目録と共に監事の意見をつけ、理事会の議を経てその一部、あるいは全部を翌年

      に繰り越すものとする。 

 

（会計年度） 

第31条   本会の会計年度は、毎年1月１日に始まり、12月31日に終わる。 

 

 

 

 

                       第７章  規約の変更と解散 

 

（規約の変更） 

第32条   この規約は、理事全体の３分の２以上の同意がなければ変更することはできない。 

 

（解散） 

第33条   本会は、総理事の４分の３以上の同意がなければ解散することはできない。 

 

（残余財産の処分） 

第34条     本会の解散のときにある残余財産は、総理事４分の３以上の同意を得、本会の目的に

      類似の公益事業団体に寄付するものとする。 

 

 

                          第８章  補  則 

 

（委任） 

第35条   この規則の施行についての必要事項は、常任理事会が作成し理事会が定める。  

 

附 則 

           本規約は平成26年 7月4日から施行する。 

                                                    （1991.12.17) 

                                                    （1994.8.1一部改訂） 

                           (1999.5.31一部改訂) 

                           (2006.1.24一部改訂) 

                           (2010.3.3一部改定) 

                           (2012.1.20一部改訂) 

                           (2014.7.4一部改訂) 

                           (2016.11.14一部改訂) 
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神奈川県ゴルフ協会規約細則 

 

                        第１項  登録料と年会費 

 

１． 本会への登録は、第５条に定める団体登録とするが、大学・高校の団体に関しては、学校の

   所在地が県内に在る団体で構成されたものであればよい。 

 

２． 第６条に該当する者は個人登録することができる。 

 

３． 登録は所定の用紙を用いて毎年１月31日までに事務局へ提出する。 

   団体は、登録者の氏名・性別・生年月日・ハンディキャップ・住所・職業(学生・生徒は学

   年）を明記した一覧表に、所定の登録料（入会時のみ）・年会費を添え、加盟各地区理事長

  （学校は部の責任者）の署名・捺印した書 類で申し込む。 

     個人会員は、所定の用紙に氏名・性別・生年月日・ハンディキャップ・住所・職業を明記し、

   所定の登録料・年会費を添えて申し込む。 

   登録料と年会費は、 

   〒231-0002 横浜市中区海岸通4-20-1 ファインズビルみなとみらい302 神奈川県ゴルフ

協会宛申し込む。 

     登録料と年会費は次の通り。 

 

＊団 体 

    （１） 一般登録料   横浜市      30万円 

                川崎市      20万円 

                20万人以上の市  10万円 

                20万人以下の市   7万円 

                                町 村       3万円 

        一般年会費   １ 人      1,000円 

    （２） 高校生以下登録料         な し 

          同  年会費         な し 

 

＊個 人 

    （１） 一般登録料（大学生を含む） 2,000円  年会費 3,000円 

    （２） 高校生以下登録料      1,000円 年会費 1,000円 
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           第２項  専門委員会 

 

１． 本会規約第17条による専門委員会は、次の通りとする。 

    （１） 総務委員会 

     (２)  競技委員会 

    （３） 競技力向上委員会 

    （４） ハンディキャップ委員会 

    （５） ジュニア委員会 

     (６)   規則委員会 

 

２． 各専門委員会の主たる業務は、次の通りとする。 

    （１） 総務委員会 

        Ａ 関係文書の収受・発信・保管 

        Ｂ 役員名簿・加盟団体名簿・登録票等の保管と手続き 

        Ｃ 広報 

        Ｄ 規約・規則等の改廃 

        Ｅ 他の委員会に属さない事柄 

    （２） 競技委員会 

        Ａ 各種競技会の立案・運営・調整 

        Ｂ 競技規則に関すること 

        Ｃ 本会とその周辺で発生した懲罰事項の調整・処分 

    （３） 競技力向上委員会 

        Ａ 技術講習会・研修会等の立案と運営 

        Ｂ 国体選手選抜のため強化会運営に当たる 

        Ｃ 競技技術の調査・研究・指導に関すること 

        Ｄ 指導者の養成と資格認定 

        Ｅ 競技力の向上に関すること 

        Ｆ ゴルフ教室の開設と運営 

        Ｇ ゴルフの健全な普及・啓蒙に関すること 

        Ｈ スポーツマンシップに関すること 

    （４） ハンディキャップ委員会 

        Ａ 本会としてのハンディキャップの作成 

        Ｂ 公式戦年間ランキングの作成 

     (５)   ジュニア委員会 

 Ａ  ジュニア競技およびジュニアスクール開催の立案・運営・調整。 

競技委員会・競技力向上委員会・高ゴ連との連携を図り、ジュニアゴルファ

ーの育成活動を推進する。 

Ｂ  ジュニアゴルファーの強化・指導を行いジュニア選手の選抜に当たる。 

将来、世界レベルで活躍できる可能性を秘めたジュニアゴルファーの発振に

向けての組織化し、選手層の拡大・強化を図る。 

Ｃ  ジュニアゴルファーの健全な普及・啓蒙に関すること。 
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     (６) 規則委員会 

Ａ ゴルフ規則を通して、競技委員会・競技力向上委員会・ジュニア委員会の競

技管理、運営能力を高め、ゴルフ規則の理解を深め研鑽する。 

        Ｂ  規則を尊重、遵守することの重要性を深く理解し、レベルアップを図る 

          基本的な規則を学ぶＲ＆Ａレベル1入門スクールをＪＧＡ・ＫＧＡと連携し

実施するほか、レベル２スクールの実施実現に取り組む。 

          すべてのプレーヤーがゴルフ規則を十分理解できるように地域ごとの規則

講習会開催を支援する。 

 

 

３．  専門委員会の組織と運営は次の通りとする。 

 

    (１) 専門委員会は委員長１名、副委員長若干名、委員を置く。 

    (２) 委員長は理事を充てるものとする。 

    (３) 委員長は委員会を運営し、業務を推進する。 

    (４) 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代行する。 

       (５) 委員会の召集は、委員長が理事長の承認を得て行う。 

    (６) 委員会の決定事項は常任理事会に報告し、その承認を得なければならない。 

 

 

 

                                                    （1991.12.17) 

                                                    (1998.10.19一部改訂) 

                           (2006. 1.24一部改訂) 

                           (2012. 1.20一部改訂) 

                           (2014. 7. 4一部改訂) 

                           (2016.11.14一部改訂) 


